
消費者行政予算

７

住民一人当たり予算の人口規模別状況（政令市含む市区町村）

～平均で年間約25円～
（２）予算ゼロ自治体の人口規模別状況（政令市除く市区町村）

～約２４％に相当する４２５自治体で予算がゼロ～

（１）平均消費者行政予算額の人口規模別状況（政令市除く市区町村）

～人口５万人未満の自治体の平均は年間100万円未満～
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（３）自治体財政（歳出総額）に占める消費者行政予算の割合の
地域別状況（政令市除く市区町村）

～地域ごとに大きな差～

（備考）市区町村の消費者行政予算を当該自治体の人口で除したもの。したがって、都道府県の予算は含んでいない。
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※パーミリアド：万分率
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８

（４）「出前講座」実施ゼロ自治体数とその割合の地域別状況
（政令市除く市区町村）

～地方圏での実施率が相対的に低い～

研修参加者ゼロ自治体の地域別状況（政令市除く市区町村）

～地方圏での参加者ゼロ自治体の割合が相対的に高い～

（１）自治体ごとの研修参加総回数と担当者数の比（政令市除く市区町村）

～北陸ブロックの割合が相対的に高い～ （３）平均「出前講座」実施回数の地域別状況（政令市除く市区町村）

～北陸ブロックの開催回数が相対的に多い～
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北海道：北海道
東北：青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県
関東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県
中部：長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
北陸：富山県、石川県、福井県
近畿：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
中国：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県
四国：徳島県、香川県、愛媛県、高知県
九州・沖縄：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県

大都市圏：東京圏、名古屋圏、大阪圏
地方圏：大都市圏以外の道県

東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県
大阪圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県

（１）本資料での、地域別の分類

（２）人口規模別自治体数（市区町村） （平成21年４月１日時点）

人口１万人未満・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４８２自治体
人口１万人以上２万人未満・・・・・・・・・・３０６自治体
人口２万人以上３万人未満・・・・・・・・・・１７８自治体
人口３万人以上５万人未満・・・・・・・・・・２６８自治体
人口５万人以上７万５千人未満・・・・・・・１８１自治体
人口７万５千人以上１０万人未満・・・・・・９０自治体
人口１０万人以上１５万人未満・・・・・・・・１０６自治体
人口１５万人以上２０万人未満・・・・・・・・５２自治体
人口２０万人以上３０万人未満・・・・・・・・４３自治体
人口３０万人以上・・・・・・・・・・・・・・・・・・８４自治体（政令市を除くと６６自治体）
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